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平成27年1月23日

公安審査委員会

当委員会は，公安調査庁長官から，無差別大量殺人行為を行った団体の規制に

関する法律に基づく処分の請求を受け，本日，以下のとおり，決定をした。

決 定 の 概 要

【被請求団体】

麻原彰晃こと松本智津夫を教祖・創始者とするオウム真理教の教義を広め，これ

を実現することを目的とし，同人が主宰し，同人及び同教義に従う者によって構成

される団体

【決定主文】

１ 平成１５年１月２３日付け，平成１８年１月２３日付け，平成２１年１月２３日

付け及び平成２４年１月２３日付けで期間更新決定を受けた，平成１２年１月２８

日付け当委員会決定に係る被請求団体を，３年間，公安調査庁長官の観察に付する

処分の期間を更新する。

２ 被請求団体は，法第５条第５項において準用する同条第３項第６号に規定する「公

安審査委員会が特に必要と認める事項」として，次の事項を公安調査庁長官に報告

しなければならない。

(1) 被請求団体の構成員に関する出家信徒及び在家信徒の別並びに出家信徒の位階

(2) 被請求団体作成のインターネット上のホームページに係る接続業者名，契約名

義人の氏名及び掲載の管理・運営責任者の氏名

(3) 被請求団体（その支部，分会その他の下部組織を含む。以下，この項において

同じ。）の営む収益事業（いかなる名義をもってするかを問わず，実質的に被請

求団体が経営しているものをいう。）の種類及び概要，事業所の名称及びその所

在地，当該事業の責任者及び従事する構成員の氏名並びに各事業に関する会計帳

簿を備え置いている場所（その会計帳簿が電磁的記録で作成されている場合には，

当該電磁的記録の保存媒体の保管場所）

【決定理由の要旨】

１ 被請求団体の現況

被請求団体は，「Aleph」及び「ひかりの輪」の各名称を用いる集団を中心とし

て活動しているところ，「Aleph」は，前回の期間更新決定後も基本的性質に変化

はなく，麻原彰晃こと松本智津夫（以下「松本」という。）に対する絶対的帰依を

明示的に強調して活動している。

また，「ひかりの輪」は，そもそも，松本に対して帰依し，松本の説くオウム真
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理教の教義に従う者によって，観察処分を免れ，松本の意思を実現することを目的

として組織されたものであること，現在においても，表面上は松本やオウム真理教

との関係を否定しつつも，実質的には松本や同人の説くオウム真理教の教義に絶対

的に帰依することを説いていること，松本がオウム真理教の特色であると説く修行

体系とほぼ同様の修行体系を維持していること，「ひかりの輪」が松本やオウム真

理教からの脱却を示すものとして講じている種々の施策は，過去の過ちに対する真

摯な反省に基づき，団体の在り方自体を変化させていくものとして実施されたもの

との評価に至らなかったことなどから，前回の期間更新決定時と基本的性質に変化

はなく，依然として，被請求団体の重要な一部を構成しているものと認められる。

２ 観察処分の期間の更新の要件を満たすと認められること

被請求団体においては，幹部構成員らが，各地における説法や機関誌を通して，

構成員に対し，両サリン事件（いわゆる「松本サリン事件」及び「地下鉄サリン事

件」）の首謀者である松本を，主神であるシヴァ神の化身であり，かつ，教祖であ

ると位置付け，松本及び同人の説くオウム真理教の教義への絶対的帰依を強調した

指導をし，構成員の言動にも松本に対する深い帰依や同人の説くオウム真理教の教

義に従う意思を示すものが随所に認められるなど，依然として松本及び同人の説く

オウム真理教の教義がその存立・運営の基盤をなしており，松本は，現在も，被請

求団体の活動に絶対的な影響力を有していると認められる（法５条１項１号）。

また，被請求団体においては，松本サリン事件に関与した角川知己が，団体加入

者として認知された構成員であると認められるとともに（同項２号），両サリン事

件当時，被請求団体の役員であった上祐史浩が，現在も，被請求団体の役員である

と認められる（同項３号）。

さらに，被請求団体の教義は，政治上の主義が枢要な一部をなし，かつ，殺人を

暗示的に勧める内容を含む危険なものであるところ，被請求団体は，現在も，かか

る危険な教義を保持し，かつ，これを構成員の行動規範としているから，殺人を暗

示的に勧める綱領を保持していると認められる（同項４号）。

上記に加え，被請求団体は，両サリン事件当時，松本を頂点とした上命下服の独

自の閉鎖社会を構築していたことを基礎として，組織的かつ秘密裏に両サリン事件

を計画・敢行したところ，現在も従前と同質の組織構造を継続して有していること，

前回の期間更新決定後から構成員の総数や現金等の資産を増大させていることな

ど，現在も無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があると認めるに足りる事実がある（同

項５号）のはもとより，その体質はいまだ閉鎖的・欺まん的で，その活動状況を把

握することが困難な実情にあり，引き続きその活動状況を継続して明らかにする必

要性がある（同条４項）と認められることから，被請求団体については，観察処分

の期間の更新の要件を満たすと認められる。

以 上
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【参 考】

（決定に至る経過等）

平成２６年１２月 １日 公安調査庁長官が当委員会に対し観察処分の期間の

更新を請求

同月２４日 被請求団体から意見陳述書を受理

平成２７年 １月１４日 被請求団体から口頭による意見陳述を聴取

同月２３日 観察処分期間更新決定


